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１．はじめに 
我が国は 1954 年より継続的に政府開発援助（Official Development Assistance; ODA）を
通じて発展途上国のインフラ投資を支援してきた 2。ピーク時より減額したものの、インフ
ラ投資支援の中心的役割を果たしている有償資金援助は 2014 年時点実行額ベースで 8,279
億円に上り、ODA の約７割を占めている 3。2015 年には、新たな開発協力大綱が閣議決定
され、「質の高い成長」という重点課題に代表される、経済成長の質的側面に踏み込んだ政
策目標が掲げられた 4。これは、同年に国連が採択した持続可能な開発目標（Sustainable 
Development Goals; SDGs）とも一貫しており、中でも、包摂性（Inclusiveness）は経済
成長の分配効果など、裨益者の異質性（例：ジェンダー、社会経済的背景、障害など）を考
慮した開発政策の重要性を強調する目標といえる。包摂性は保健や教育など個々の裨益者が
可視化しやすい分野においてより馴染み易い概念といえるが、これまで社会全体への効果を
中心に議論されてきた橋や道路などのインフラに対しても改めて明示的に導入された点が
新しいといえよう。 
このように国内外で開発目標が刷新される一方で、新興国がリードする新たな開発融資主
体が続々と市場に意欲的に参入し、ドナー間競争が活発化している 5。こういった市場変化
を反映して、我が国でも途上国のインフラ投資戦略に関する議論が活況を呈しており、特に
ハイレベルの政策協議においてより客観的な分析結果に基づいた提言が求められる機会が
少なくない。ただし、このようなエビデンスに基づいた開発政策の要請は今に始まったもの
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山田英嗣、林遼太郎、會田剛史、山崎泉、村田旭、伊芸研吾、浅岡浩章、鴫谷哲､畝伊智朗、澤田康幸（敬称略、順不
同）および研究調査分析タスクチームのコメントに感謝する。なお、JICA 本部の地域部や事務所所長らとの意見交換は
本レビューの意義を考える基礎となった。また、山田、林両氏および青柳恵太郎氏には今後のインフラインパクト評価
の在り方に関する議論に多大に貢献していただいた。最後に、このレビューは JICA を代表するものではなく筆者の意
見であり、全ての誤りは筆者の責任である。 
2ODA を通じた途上国、中でも新興国、のインフラ投資に関する概要は山田（2015）、より包括的な ODA 戦略に関して
は澤田（2013）、黒崎・大塚（2015）を参照のこと。なお、国際協力用語集（p.23）においては住宅・保健・衛生・上
下水道・教育を社会インフラ、道路・鉄道・港湾・空港・灌漑・電力を経済インフラ、工業所有権制度・規格標準を産
業インフラと定義しているが、本レビューにおけるインフラとは経済インフラのみを指すものとする。 
3JICA 年次報告書 2015｢JICA 事業の概況｣にある図表 6 を参照のこと。 
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政府開発援助大綱は 2003 年以来 12 年ぶりに見直しされ、そこでは「質の高い成長」を「包摂性」「持続可能性」「強
靭性」で定義している。より詳しい議論は Haddad, Kato, and Meisel ed.（2015）を参照のこと。 
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新興国による二国間援助に加え、2013年にBRICS首脳会合にて合意、翌年に設立された新開発銀行（NDB）、通称BRICS
銀行、や 2013 年に APEC 首脳会議で習近平中国国家主席が提唱し、翌年設立、2015 年に開業したアジアインフラ投資
銀行（AIIB）など。端的な解説には、関（2015）を参照のこと。 
「包摂的成長を目指して：インフラのインパクト評価に関する先行研究レビュー」 
本レビューは、インフラのインパクト評価に関する先行研究レビューとなっています。
2015 年に閣議決定された新たな開発協力大綱の重点課題のひとつである「質の高い成
長」に関するキーワードの中でも、「包摂性」に対してインフラのインパクト評価がど
のように貢献しうるかという点を踏まえながら、今後貢献すべき研究余地について考
察を行いました。 
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ではない。エビデンスに基づく政策立案というのは、2000 年に国連でミレニアム開発目標
（Millennium Development Goals; MDGs）が策定された経緯である、「成果重視の潮流」に
対する施策と位置付けることができ、その流れは SDGs へと受け継がれ現在に至る。そし
て、我が国もその国際潮流に則った ODA 戦略を実践してきた 6。その意味では、保健、教
育のみならず、インフラ案件を含む全般的な開発分野において、開発成果の評価、中でもよ
り厳密な評価手法であるインパクト評価の蓄積が今後も継続的に求められると推測するこ
とができる。 
ちなみに、開発成果の評価自体は1991年にOECDのDevelopment Assistance Committee 
（DAC）が評価 5 項目を策定したことをきっかけに評価基準の国際標準化が進展したが、
インパクト評価は 2000 年代中期から急速に普及した 7。2005 年に開催された DAC 開発評
価ネットワークでは、初めてインパクト評価が主要アジェンダとして議論された（和田・青
柳 2008）。2008 年には International Initiative for Impact Evaluation（3ie）が設立され、助
成を通じてインパクト評価を推進してきた 8。現在では、世銀をはじめ各開発援助機関にお
いて自身のプロジェクトに対するインパクト評価を行っている。その一方で、現時点におけ
る途上国インフラ投資支援に関するエビデンスの積み上げ、中でも包摂性を含めた質に関す
る議論は限定的と言わざるを得ず、政策現場で十分に共有されているとも言い難い。例えば、
DAC諸国全体のODA総支払額に占めるインフラ案件は 2014年で約 15%であるのに対し、
3ie のデータベースによるとインフラ案件のインパクト評価割合は約 3%程度である 9。イン
フラ案件は 1 件あたりの総額が高いため厳密な比較にはならないものの、これにより示唆
される評価数の少なさは、後述するように、（大規模）インフラというのが概してインパク
ト評価が難しい対象であることが主要因といえる。 
こうした背景を踏まえ、本レビューではインフラのインパクト評価の先行研究レビューを
中心に、それらの研究がいかにして「質の高い成長」を巡る政策議論に貢献しうるか、また
どのようなインパクト評価が今後必要でどのように取り組めばよいかという点について議
論する。それにより、エビデンスに基づいた「質の高い成長」を実現する開発政策立案のさ
らなる進展への一助としたい。なお、技術的な記述を適宜読み飛ばしても要点は伝わるよう
になっているので、計量経済学や統計学に関する予備知識が少ない読者も構えずに読み進め
ていただきたい。 
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古くは 2007 年および 2008 年版の政府開発援助（ODA）白書に、「成果重視の潮流」と MDGs の関連が記載されてい
る。2014 年版の同白書では効果的な援助の実施のための Plan, Do, Check, Action (PDCA)サイクルの一環として評価に
よる検証と確認が明記されている。JICA の評価結果については JICA Annual Evaluation Report で紹介されているので参
考にされたい。 
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なお DAC では、2006 年に Promoting Pro-Poor Growth Infrastructure と題したコンセプト論文でインフラ案件の事後的
な評価や分配的側面の重要性について触れている（OECD 2006）。 
83ie は MIT の The Abdul Latif Jameel Poverty Action Lab (J-PAL)にも出資しており、The Journal of Development 
Effectiveness という学術誌を通して開発政策のインパクト評価を牽引している。 
9ODA 総支払額に占めるインフラ案件は、OECD.Stat の ODA total by sector and donor 表
（http://stats.oecd.org/Index.aspx）から筆者算出。これは、”Transportation & Storage”と”Energy”にかかる ODA 総支払
額を全セクターODA 総支払額で割ったものである。なお、2005 年の 9%から増加傾向にある。インフラ案件のインパク
ト評価割合は、3ie が登録しているインパクト評価の総件数 2795 のうち、インフラのインパクト評価が 79 件であるこ
とから算出（http://www.3ieimpact.org/en/evidence/）。実際には全てのインパクト評価が登録されているわけではないた
め参考程度ではあるが、件数が限定的であるということは見て取れる。 
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２．インフラのインパクト評価の政策的意義 
ここではまず、インフラのインパクト評価がどのような政策的意義を持つのか、その必要
性を明らかにしたい 10。保健や教育などインパクト評価がより多く蓄積されている分野にお
いては、政策実務者の間でその利点や限界が比較的理解されている。一般的には保健や教育
などの案件において事前の費用対効果分析を行うことはないので、事前情報だけでは事業の
効果に関して不確実性が高い案件も多く、事後のインパクト評価による検証に対するニーズ
が高い。一方、インフラ案件に対するインパクト評価というのは一見するとその意義が明確
ではないため、ここで改めて議論を試みる。 
本来 ODA によるインフラ投資の目的は、民間や ODA 受け入れ国単独では実現し難い規
模やリスクを抱えながらも、公共性や外部性が高い案件に選択的投資を行い、経済・社会基
盤の構築を通じて社会厚生の向上を図ることにある。そして、公的資金を投入するインフラ
投資に関しては、事前の費用対効果分析において社会・経済的収益率が十分高い案件のみに
投資する、というのが原則である 11。しかし、通常行われているインフラの費用対効果分
析は前後比較のみに基づく効果試算を用いることが多いため、厳密なインパクト評価で多様
なアウトカムを検証することの意義は実際には高い。 
また、必ずしもすべてのプロジェクトが事前に想定した通りの効果を上げるとは限らない。
期間・規模ともに大きな投資案件においては、実際の建設および運用、メンテナンスに予想
以上の困難、あるいは予期せぬ副作用が生じることもある。一方で、想定よりも効果的な工
夫がプロジェクト過程において見出され予想以上の効果を上げるということもある。インパ
クト評価の一つの意義としては、事前の想定からのかい離を含め、通常の事後評価（例：介
入対象のみの前後比較）よりも統計的に厳密な評価を事後に行うことで、コンテクストの違
いを考慮した上で今後のプロジェクト策定に活かすことができるという点である。 
加えて、インフラ案件におけるインパクト評価の有用性は分配効果、すなわち異質性のあ
る裨益者（例：ジェンダー、社会経済的背景、障害など）それぞれにとってのインパクトを
精査する点にもある。これは、多様なアウトカムを見ることに加え、それらを異なる裨益者
の視点から検証するという意味である。また、そうした分析結果は、類似のインフラ投資に
おいてより包摂性の高い案件形成のための具体的な指針になりうると考えられる。ここでは、
実務で培った経験や定性分析の結果を補完する形で、プロジェクトの質をより高めるという
効果が期待される。 
なお、前述のインフラのインパクト評価の結果をプロジェクト策定に活かす、という点は
政策的意義の重要な要素ではあるが、活用方法はそれにとどまらない。インパクト評価は、
実は対外的な発信のツールとしての価値が非常に高い。特に、エビデンスに基づいた開発政
策を打ち出し、潮流を形成するためのハイレベルな政策議論を支える根拠として積極的に活
用することが求められる。現地の状況に合わせ、時には技術援助を組み合わせながらインフ
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和田・青柳(2008)が日本の ODA 全般に関して、2016 年現在にも通じるインパクト評価の導入に関する具体的な議論
を展開しているので参照されたい。 
11
費用対効果分析の厳密な方法論は Rossi, Lipsey, and Freeman (2004)を参照のこと。日本語訳は日本評論社から「プロ
グラム評価の理論と方法」というタイトルで出版されている。 
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ラ案件を実践してきた日本の援助の付加価値部分を数値で可視化するという活用方法は実
現すれば大変効果的であろう。そのような分析結果は、例えば、「質の高いインフラ投資」
の推進に際して「質」を担保する根拠の一部として利用することなどが考えられる 12。 
 
３．インフラのインパクト評価手法と技術的課題 
次に、インパクト評価が具体的にどのような評価分析手法を指すのか簡潔に解説する。イ
ンパクト評価とは事業が対象社会にもたらした変化（インパクト）を精緻に測定する評価手
法である（JICA n.d.）。他の要因の影響を排し、事業自体の効果を測定するために反事実的
状況（counterfactual）と比較する必要がある。この反事実的状況とは、事業が行われず、
一方でそれ以外の条件はすべて同じ、という仮想的な状況のことを指す。現実には、同一の
分析対象に関する同時点での反事実的状況を作り出すことは不可能なため、統計的に類似す
る分析対象と比較するという方向で分析を行う。なお、事業が行われた対象を介入群
（treatment group）、反事実的状況にある対象を非介入群（control group）と呼ぶ。 
クロスセクションやパネルデータを使用する一般的なインパクト評価の手法としては次
の 5つが挙げられる 13： Difference in Differences (DID), Propensity Score Matching (PSM), 
Instrumental Variable Approach (IV), Regression Discontinuity Design (RDD), Randomized 
Control Trial (RCT)。厳密には、測定できる効果 (treatment effect) の種類や必要とされる
データの制約などに差はあるものの、いずれもある特定の事業や介入が行われた際に、その
事業や介入以外の要因を排して純粋な効果を抽出することを目的とした分析手法である。次
項ではこれらの手法を使用した研究を中心に紹介する。なお、各手法の簡略な解説は
Appendix を参考にされたい 14。 
保健や教育案件と比較すると、インフラ案件にこれらのインパクト評価手法を応用するの
は容易ではないことが多い。最大の技術的課題は、手法の背後にある仮定を満たすような、
適切な非介入群の設定が極端に困難であるという点に集約される。インフラ事業は基本的に、
建設したインフラの社会・経済効果が最大になるように事業対象地域を決定するため、事業
が行われた地域と行われなかった地域では前提条件や潜在的な効果がそもそも異なってい
ることが多い。農村であれば場所によって土地の生産性に、都心であれば産業の集積地と周
辺部では生産性に差がある場合が一般的である。そのため、選択的立地による潜在的な効果
の差（location selection bias）を生むことになる。また、人や企業は選択的に住居や工場、
商店を構えることが基本的には可能である。インフラ事業の建設を見越して、人や企業が立
地選択する場合、プロジェクトによってはそういった行動変化に考慮した分析が追加的に必
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日本政府は、インフラ需要の特に高いアジア地域において、「質の高いインフラパートナーシップ」を通じて、各国・
国際機関と共同し、「質の高いインフラ投資」を推進すると発表した（外務省 2015）。 
13
クロスセクションデータとは、複数の個人や企業などの一時点のマイクロデータを指す。パネルデータは同じ個人あ
るいは同じ企業などを異なる時点間で複数回追ったマイクロデータを指す。家計調査や企業サーベイなどはこういった
データであることが多い。タイムシリーズデータ（時系列方向に観測ポイントが多数あるデータ）やマクロデータ（行
動主体を個々に追う個票ではなくより集計されたデータ）を用いてインパクト分析を行うことも可能ではあるが（Event 
Analysis やカリブレーションなど）、近年のインパクト評価で頻用される手法に焦点をあてる。 
14
詳しくは、開発分野に関するインパクト評価の解説に関して、青柳(2007)と Khandker, Koolwal, and Samad (2010)を、
計量経済学におけるプログラム評価手法の解説に関して、Angrist and Pischke (2014)、森田(2014)、Imbens and 
Wooldridge (2009)を、基礎的な計量経済学について、Wooldridge (2013)を参考にされたい。 
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要となることもある。さらに、公共財であるという性質から、波及効果が広範囲に渡るとい
うことも非介入群の特定を困難にする。もちろん、小規模インフラで比較的均質な事業であ
れば保健や教育案件に準じた分析を行う余地が多く、場合によっては RCT を行うこともで
きるが、中～大規模インフラとなるとその可能性はほぼない。このように評価が困難である
ことを考慮した上で、より適切な非介入群を設定するという工夫が、次項の先行研究レビュ
ーの一つの注目点となる。 
 
４．インフラのインパクト評価に関する先行研究レビュー 
ここではインフラの種類ごとに、とりわけ特筆すべきインパクト評価論文を選択的に取り
上げる 15。対象は経済インフラ（灌漑・電力・道路・鉄道・港湾・空港）に絞って論じる
こととする。インフラのインパクト評価の結果を理解し政策や実務に反映するには、どのよ
うな手法を用いたかということだけではなく、手法の背後にある仮定を十分に満たしている
か、非介入群の選定は適当か、という点に留意して理解する必要がある。また、ここで紹介
した手法が別の地域やコンテクストにおいても簡単に応用できるとは限らない点に留意さ
れたい。 
 
a) 農業インフラ（灌漑・ダム） 
灌漑施設はインフラのインパクト評価の中でもエビデンスが積みあがっているといえ
る 16。これは、比較的均質な事業が多数の地点に分散するために介入群・非介入群の選択
肢が容易であるからと考えられる。特に、日本が関わった案件に対して異なる手法を用いた
分析が存在するため紹介する 17。Ito, Ohira, and Tsukada (2011)はタイのパサック灌漑を、
DID を用いて分析し、当該プロジェクトが乾季耕作促進にはつながったが、利潤や生産性の
向上には影響がなかったと結論付けた。工業化と都市化によって農地が減少するというコン
テクストの中での結果であることへの留意も明示されている。IRRI (2012)は DID を用いて
フィリピンのボホール灌漑について分析し、収量増大による所得と資産の向上が結論付けら
れた。一方で、上流と下流での水の分配に懸念が残ると指摘。Takahashi and Ito (2010)は
インドネシアの灌漑管理プロジェクトについて RDD を用いて分析し、上流と下流で水の分
配に差が出ることを指摘しており、灌漑インフラ管理に関する国や地域を超えた課題が見て
取れる。Sellamuttu et al. (2014)はスリランカにおいて灌漑用地への新規入植に際してくじ
での分配を行ったという仕組みを活用し分析を行い、貧困層の消費向上を通じて貧困率を低
減する効果があるという結果を得た。ただし、母子家庭などコミュニティー内で排除されて
いるグル―プへの効果は認められず、また新しい世代にとっては非農業分野での就業がより
                                            
15
これまでに執筆された参考となるインフラのインパクト評価に関するサーベイ論文には Estache (2010), Hansen, 
Andersen, and White (2011) BenYishay and Tunstall (2011), Andrés et al. (2011), Sawada (2015) などが挙げられる。な
お、上下水道については経済インフラと分類されることもあるが、それについては Evidence Gap Map が作成されてお
り、今後世銀からシステマティックレビューが出る予定であるので参照されたい（International Initiative for Impact 
Evaluation 2016）。 
163ie が登録しているインフラのインパクト評価は計 79 件である一方、灌漑と排水（Irrigation and Drainage)に関するも
のは 26 件ある。システマティックレビューは 1 件登録がある。 
17
なお、これらはインフラのインパクト評価を促進するべく JICA が外部委託をして行った評価案件である。 
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重要となるため、農業インフラの拡充だけでは対処できない貧困課題について問題提起して
いる。ちなみに、比較的多様な分析手法が活用されている農業インフラであっても、このよ
うに RCT の手法を用いた分析は珍しい。 
なお、灌漑用のダムであるが、これは Duflo and Pande (2007)という大変有名な研究が
存在する。インドの灌漑用ダムの下流にある地域は農業生産増加と洪水被害の減少という恩
恵を受けるが、ダム建設地近辺は洪水被害が増加したため、分配側面からの課題が残ると結
論付けた。これは川の傾斜が技術的制約となり、ダムの建設地が農業生産性と関係なく決定
されることを利用して因果関係を識別したものである。推計手法としては川の傾斜をダムの
有無の操作変数として用いた IV アプローチである。 
 
b) 電力インフラ（発電・送電） 
電力インフラのうち、農村電化については比較的エビデンスが積みあがってきており、異
なるインパクト評価手法を用いた研究が存在する 18。比較的均質な効果を期待できるため
非介入群の選定が可能になるということと、電力サービスが無い状況からの行動変容が大き
いため定量的に計測しやすいというためであると考えられる。中でも Dinkelman (2011)は
南アフリカにおいて、農村電化が女性の家事労働時間を就労に振り替える効果などがあると
結論付けた。これは、Duflo and Pande (2007)の発想を応用し、土地の傾斜が電化率に差を
もたらすことを利用した分析であるが、強制移住という歴史的な経緯から土地の傾斜と農業
生産性に関係がないために因果関係を堅固に識別できたという特別な例である。なお、
Grogan and Sadanand (2013)は同じ発想をニカラグアのデータに応用し、土地の傾斜を電
化の操作変数として IV アプローチを行った。強制移住などの強い外生性の仮定はないため、
因果関係という意味では少し弱いが、女性の就労に強い影響があるという結論は Dinkelman 
(2011)と同様である。加えて、Chakravorty, Pelli, and Marchand (2014)は電力の質（電力
サービスの断続や停電の頻度等）に関する分析を行っており、電力アクセスから一歩踏み込
んだ点が新しい。電力アクセスだけよりも、より質の高い電力へのアクセスが非農業部門か
らの収入を飛躍的に向上させるという結果を得た。ディストリクトレベルの送電線の密度の
増加を家計の電力の質の操作変数として IV アプローチを行った分析である。 
一方、都市部の電化に関してのエビデンスは限定的である。家内工業部門において電力の
質（電力サービスの継続時間）が所得や就労に与える影響について分析した Rao (2013)
が現時点で都市部あるいは生産部門の電化のインパクト評価と分類できる。PSM を用い、
いずれも正の効果があると結論付けた。なお、一般的なインパクト評価の手法を用いてはい
ないが、Ryan (2013)は電力のスポットマーケットの価格と需給に関する行政データを用
いて、電力卸売市場自由化による送電容量の増強が社会厚生に与える影響を分析している。
これはシステム全体の政策評価として解釈することができる論文である。 
                                            
18
世銀グループの Independent Evaluation Group（IEG）が行った電力案件に関するシステマティックレビュー(IEG, 
2015)が非常に網羅的である。3ie が登録している電力のインパクト評価は 23 件あり、その中でも農村電化（Rural 
Electrification）に関するものは 12 件である。 
 
 
7 
 開発協力文献レビュー 
c) 交通インフラ（道路・鉄道・橋梁） 
交通インフラのうち、地方道路については比較的エビデンスが積みあがってきており、異
なるインパクト評価手法を用いた研究が存在する 19。比較的均質な効果を期待できるため
非介入群の選定が可能になるからである。中でも、Yamauchi (2014)は教育水準が道路整
備の効果と補完的であるということを示したという点で、裨益者の異質性がインフラのイン
パクトに差を生むという、分配的側面に関する結果を示した。推計手法としては IV アプロ
ーチであり、村レベルの道路工事の数を道路の質の向上による交通スピードの変化に対する
操作変数として用いた。都市部における研究は数少ないが、Gonzalez-Navarro and 
Quinana-Domeque (2012)は道路のアスファルト化を RCT の手法で評価し、貧困率削減に
貢献したという結果を得た。 
鉄道や高速道路など、都市間交通インフラについては中国とインドを中心に興味深い研究
が存在する。これらは貿易理論や空間経済学の理論に沿ったマクロ分析も含まれるが、因果
関係の識別に関する発想が通常のインパクト評価の参考にもなるためあえて紹介する。まず
中国については、Banerjee, Duflo, and Qian (2012)が都市間交通インフラ（鉄道と高速道
路）の地域経済発展効果は存在するものの効果は小さく、これは資本や労働などの要素移動
に関する制約が大きいためと結論付けている。大規模な都市間交通インフラの立地選択はそ
れが通過する周辺都市の当初の生産性などと独立と考えられるため、インフラへのアクセス
（距離）に差があるそれらの周辺都市間の経済比較を行っている。この際、19 世紀後半か
ら 20世紀前半の中国において当時栄えていた国際港及び大都市間を結ぶ最短ルートが当時
の鉄道網とほぼ重なるため、その最短ルートまでの距離をインフラへのアクセスの代理変数
に用いている。これは、周辺都市の経済状況は変化したものの、当時の鉄道網周辺にはその
後も多くの交通インフラが建設された、という歴史的経緯に依存した地域間のインフラ格差
を活用するという発想である。さらに、Faber (2014)は中国の基幹高速道路が貿易コスト
の削減を実現した一方で、周辺都市の製造業の減退を通じて地域 GDP の成長が鈍化するこ
とを指摘。ここでは、建設コスト最小ルートを割り出し、そのルートまでの距離をインフラ
へのアクセスの操作変数として用いることで IV アプローチを行った分析である。これは実
際には経済効果の高い中間都市をつなぐ形で建設されたルートが多い中、建設コスト最小ル
ートは技術的要件から選ばれたため、高速道路の立地選択が周辺都市の当初の生産性などと
独立と考えられるからである。 
次にインドであるが、Donaldson (2012)はイギリス領時代の歴史的なデータを用いイン
ドの鉄道網が市場の統合と取引の増加をもたらしたことを示唆した。当時の鉄道網が商業よ
りも軍事目的を優先して敷設されたことを因果関係の識別の根拠として活用している。
Datta (2012)はインドの黄金の四角形と呼ばれる高速道路網の充実が、高速道路に近い企業
ほどより在庫を減らし、また企業の投入財の取引企業選択に影響を及ぼし、さらに輸送が生
                                            
19
地方道路のインパクト評価に関しては 2008 年の時点ですでに世銀から出た Van de Walle （2009）というインパクト
評価手法と先行研究の紹介レポートが存在するので参考にされたい。また、3ie が登録している交通（Transportation）
のインパクト評価（地方道路除く）は 12 件である一方、地方道路（Rural Roads）に関するものは 26 件ある。地方道
路に関するシステマティックレビューは 1 件登録があるが、交通に関するものは登録がない。 
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産の問題となる確率を減少させたことを示した。これは、大規模な高速道路の立地選択はそ
れが通過する地域の当初の生産性などと独立であり、そのような高速道路へのアクセスに差
がある企業間の比較から因果関係を識別するという発想を DID に用いたものである。さら
に、Ghani Goswami, and Kerr (2015)は黄金の四角形を結ぶ高速道路網の充実によって、
製造業の中でもより土地集約的な企業がより人口密度の低い土地へと立地するようになり、
中間規模の都市へと経済効果が波及すると結論付けた。これは、Datta (2012)に倣った DID
に加え、前述の Banerjee, Duflo, and Qian (2012)に準じた操作変数を用いた IV アプローチ
での分析となっている。 
一方、都市交通システムのインパクト評価は非常に限定的である 20｡Baum-Snow et al. 
(2015)が中国のデータを用い、大都市と郊外の都市とを結ぶ放射線状・環状線型の高速道
路は、都市人口を郊外へ分散させる効果があったと結論付けている。これも歴史的経緯に依
存し、農業用に建設された道路や計画経済下の製造業で使用された鉄道をインフラアクセス
の操作変数として用いて IV アプローチで因果関係の識別を試みたものである。さらに地下
鉄やバス網などに絞ると、代表的なインパクト評価は現時点で存在しないと把握しているが、
計画として進行中ではある（例：世銀が計画中の Lima metro line 2 のインパクト評価）21。
これは、途上国における都市人口の増加を背景として都市インフラの建設案件が増加してい
るためである。ただし、Chen and Whalley (2012)や Goel and Gupta (2015)など、環境へ
の効果に特化した都市交通システムのインパクト評価は存在している。これらはいずれも、
都市交通システムの開通前後で RDD に準じた手法を用いて効果を分析したものであるが、
インパクトの反映に時間がかかるアウトカム、人や企業の行動の変容など、には応用しづら
いのが難点である。 
橋梁についてはインパクト評価が困難な案件ではあるものの、研究が存在しないわけでは
ない。例えば、Mahmud and Sawada (2015)は、バングラデシュのジャムナ橋に関して、
橋でつながった東西の地域を介入群・非介入群として DID 分析を行い、労働市場の統合に
よる就労への正の効果や教育アクセスの向上を測定した。若い男性労働者が農業から非農業
生産へと転職し、それ以上の年齢の女性労働者の失業率が低下したと結論付けた。なお、橋
梁建設前のデータは事後的にリコールすることで収集している。 
 
d) 港湾・空港・工業団地 
代表的なインパクト評価は現時点で存在しない。これらの大規模インフラに関しては基本
的にはマクロモデルなどを用いたアプローチでの分析・評価がより好ましいと考えられる。
ただし、適したデータが収集できるならば、企業の立地選択などの行動変容を通じた経済効
果を分析することは不可能ではない 22。 
                                            
203ie が登録している都市交通の評価は 4 件であり、システマティックレビューは登録されていない。 
21Novosad and Asher が Economic Census の firm-level data を用いたデリーメトロのインパクト評価のプロポーザルを
公表している（http://pedl.cepr.org/content/urban-geography-entrepreneurship-and-formality-poor-countries-2）。また、
先進国データかつ municipality-level analysis ではあるが、Mayer and Trevien (2015)は一部参考になる。 
22
途上国データではないが、Strauss-Kahn and Vives (2009)がアメリカのデータを用い、企業はより充実した空港の近
くに本社を移転し、様々な経済効果をもたらすことを実証した。 
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５．インフラのインパクト評価の傾向と今後の貢献余地 
ここまで代表的なインフラのインパクト評価の結果をレビューしてきたが、これまで蓄積
されてきた研究にどのような傾向が見られ、また何が今後必要とされるのかをまとめたい。
これは、今後の政策および学術的観点の双方から、インフラのインパクト評価に対してどの
ような役割が期待され、またどのようなテーマが研究されるべきか、その貢献すべき余地に
ついて考察するものである。 
まず、インパクト評価の蓄積が少ない分野の拡充は指摘するまでもない。インフラのイン
パクト評価事例は圧倒的に少なく、システマティックレビューが執筆できるだけの結果が蓄
積され、政策判断を改善する根拠となるまでの道のりが遠い分野が大半である。中でも、こ
れまで比較的蓄積が少なく、かつ途上国における人口比率が拡大してきている都市部におけ
る開発課題に関連して、都市インフラのインパクト評価への需要が高まっている。社会・経
済全体が順調に発展しているようであっても、都市部の混雑や環境汚染による社会厚生の喪
失、あるいは、様々な格差など課題を抱える国は多い。例えば、地下鉄等の都市交通システ
ムのインパクト評価はその最たる例である。都市交通計画で収集される既存の Person Trip
データや Origin Destination（O/D）データは、インパクト評価用サーベイのデータサンプリ
ングの基礎として活用する余地がある。他には、事業の中での時間差があることを活用した
分析や、技術的制約（場合によっては、予算的・政治的制約）による計画の変更を活用した
分析なども十分に検討する必要がある。さらに、交通系 IC カードやデジタル token コイン
の乗降客情報などを、既存の統計や家計・企業サーベイなどに併合し、インパクト評価の新
たなアプローチを開発することが望まれる。 
加えて、すでにインパクト評価がある程度蓄積されてきた分野を中心に、これまで以上に
裨益者の異質性（例：ジェンダー、社会経済的背景、障害など）に焦点をあてた分析を行う
という方向性が考えられる。ひとえに裨益者の異質性といっても、男女でのインパクトの違
いなどすでに既存のインパクト評価のデータを活用して分析が可能な場合もあるが、さらに
そのメカニズムの違いや、残る課題の抽出、できれば今後の対処の方針などが明記されると
より政策への貢献が高まるであろう。社会経済的弱者や障害者など、対象者の人口割合が小
さなグループに関しては、そういった分析対象を over-sampling するなどの方法が考えられ
る。その他の方向性としては、他のインフラ、あるいは、保健や教育、労働分野など他の開
発援助プログラムとの相乗効果を分析することが考えられる。より効果的なポリシーミック
スを見出すというテーマは分析対象が限られるだけにより困難な評価となるが、検討の価値
は十分にある。 
最後に、インフラ建設プロセス自体や運用過程、利用者拡大のインパクト評価も貢献余地
のある分野である。これらはインフラ単体のインパクトというよりも、付随する課題を改善
するために行う介入の分析である。インドのデリーメトロにおいて安全管理の徹底が導入さ
れた例に関していえば、その後のインドのメトロ建設に引き継がれたという点において、イ
ンフラODAがもたらした建設プロセスに対する技術革新とその浸透であると捉えることが
できる。例えば、Habyarimana and Jackz (2011)はケニアで交通安全ステッカーをランダ
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ムに車に貼ってもらい、保険データを通じてけがや死亡につながる交通事故件数の低下を示
した。もちろん、安全に関する技術革新について RCT を導入するのは介入の公平度を保つ
ことに大変工夫が必要となり、倫理上困難を伴うことも大いに考えられるが、別の分析手法
も含めて建設プロセスでの工夫に対するインパクト評価を試みるのは大変有意義である。ま
た、インフラの運用という観点からは、盗電を下げるための工夫などに関するインパクト評
価も今後の開発政策策定に活かすことが期待される。一方、インフラをさらに様々な利用者
（特に社会経済的弱者など）に活用してもらうことが課題である場合は、利用者の行動変容
を促す施策を RCT などを通じて検証するという方向性が考えられる。 
 
６．インフラのインパクト評価の推進に関する提案 
前項で貢献余地が大きく残されているという点は明確になったと思われるが、ここではど
のようにインフラのインパクト評価を今後推進すればよいか提案を試みる。インパクト評価
は、コンセプトの理解はそれほど難解ではないものの、実際に意義のある評価を実行すると
いうのは実はそれほど容易ではないため、事前の評価計画の段階からインパクト評価のベー
スとなる計量経済学や統計学を良く知る研究者や専門家が関わり、政策実務の担当者や現地
の専門家と十分に連携することが重要となってくる。特に、インフラ案件となると、インパ
クト評価の中でも比較的技術的難易度が高いためそのような連携が不可欠である。具体的に
どうすれば付加価値の高い評価が行えるのか、現状を踏まえた上で、３つの提案を行いたい。 
（１） 案件の選択 
インフラ事業を担う機関や部署と、評価や研究を行う機関や部署、さらにアカデミア
とのさらなる連携が望まれる。インパクト評価が可能なものと不可能なものの選別から
始まり、可能なものの中でも政策的意義の高いと考えられるものに集中して質の高い分
析に取り組むことが重要と考える。これは、インフラのインパクト評価においては、比
較的大きな調査費用および長期の追跡調査が必要となることが多いためである。 
（２） インパクト評価の準備 
事前評価段階から介入群・非介入群のサンプリングを行うなど、インパクト評価の設
計をできるだけ早い時期から組み込み、アカデミアなどの研究者・専門家の知見を活か
すことが重要である。これは、インパクト評価において最初のサンプリングデザインが
分析の質を非常に大きく左右するからである。他方で、既存のサーベイやセンサスデー
タ、行政データや場合によってはリモートセンシングデータなど、他にも活用できるデ
ータがないか早めに調べておくことも必要である。 
（３） 人材育成と知識の共有 
実際に分析を行う人材を育成するだけではなく、実務や政策に関わる人材が分析結果
を理解・活用できるようにすることが、インパクト評価の質と利用価値の両方を高める
ことにつながる。特に、インパクト評価の政策へのフィードバックを高めることは開発
政策に限らず政策実務家の能力として今後益々重要になる。 
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７．まとめ 
本レビューは、インフラのインパクト評価に関する先行研究レビューを行い、2015 年に
閣議決定された新たな開発協力大綱の重点課題の一つである「質の高い成長」にインフラの
インパクト評価がどのように貢献しうるかという点を踏まえながら、今後貢献すべき研究余
地について考察を行った。インフラのインパクト評価において分配効果、すなわち異質性の
ある裨益者それぞれにとってのインパクトを精査することは、類似のインフラ投資において
より包摂性の高い案件形成のためのより具体的な指針となる。そして、実務で培った経験や
定性分析の結果と併せて総合的に判断しながら、より包摂性の高いインフラ案件を形成する
ことは、「質の高い成長」に貢献すると考える。すなわち、インフラのインパクト評価は活
用方法によっては、「質の高い成長」達成のための一助となりうるということである。一方
で、開発援助政策における成果重視の潮流、および、途上国インフラ投融資市場でのドナー
間競争の強化を背景に、これまでの経験を分析、蓄積し、ハイレベルな政策議論を支えるた
めのエビデンスを提供するという作業は今後ますます重要となると予測される。体系化され
たインフラのインパクト評価はそういった場面でも活用が期待される。その一方で、技術的
難易度の高さなどに起因して、インフラのインパクト評価には未だ多くの分野や切り口にお
いて貢献余地が残されていることが先行研究レビューから明らかとなった。特に、包摂性に
関する議論に貢献する分析は非常に限定的である。今後、インフラのインパクト評価の蓄積
を進めるにあたり、政策担当者、現地専門家、研究者らのさらなる協調が鍵となる。また、
ベストプラクティスの積み上げ、および失敗から学ぶということは、世代を超えて人的資本
を受け継ぐということである。体系化されたインパクト評価を通じて組織的にナレッジを管
理し引き継いでいくこと自体が開発政策の質向上の一助となり、ひいては「質の高い成長」
へとつながっていくのではないだろうか。 
 
Appendix：インパクト評価の手法 
ここでは、クロスセクションやパネルデータを使用する一般的なインパクト評価の５つの
手法を簡略化して解説する。なお、これらの手法を用いるときに重要なのは、使用するデー
タの特性や事業の内容およびコンテクストが、それぞれの手法の背後にある仮定
（assumption）を十分に満たしているかという点である。つまり、これらの手法を機械的
に当てはめても適切な分析にたどり着くことはなく、結果の考察にも支障をきたす。また、
適切な手法が見つかっても、分析結果を拡大解釈することなく、手法の限界についても十分
議論することが求められる。したがって、インパクト評価の結果を活用する側に立つ場合に
は、以上の点に十分気をつけて解釈する必要がある。 
a) Difference in Differences （DID）：インパクト評価あるいはプログラム評価で最
もよく使われる手法である。事業を行った介入群の結果の変化と行わなかった非介入群の結
果の変化の差を取る。後者は、事業を行わずとも自然に起きた経年変化といえるため、その
分を差し引くという考え方。非介入群の選定には、できる限り介入群と似た事前条件を持つ
対象を用いることが望ましい。特に、事業を行わなかった場合のトレンドが両群において同
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じであるという仮定を満たす必要があるため、事業を行う前までのトレンドが似ているとい
う確認を行う。実験などを行わずとも既存のデータを活用することができることが多く汎用
性に富むが、強い仮定を満たさないと因果関係の立証としては根拠が弱いというトレードオ
フが生じる。特に、非介入群の選定は慎重を期す必要があるが、DID を用いた分析だからと
いって必ずしも因果関係が弱いということにはならない。Natural experiment や
quasi-experiment と言われる、分析対象にとってコントロール不可能な外生的なショックや
要因（例：自然災害、政策変更、技術的制約、歴史的経緯など）によって介入群・非介入群
への割り当てが決まる場合はより堅固に因果関係を主張することができる。 
b) Propensity Score Matching （PSM）：観察される特性を基に、事業や介入の対
象になる確率が十分に近い介入群と非介入群を比較するという手法。インパクト評価のコン
テクストの中では、DIDと組み合わせて用いると効果的である。観察できる異質性（observed 
heterogeneity）の情報を活用して、できる限り介入群と似た事前条件を持つ対象を非介入
群に選び比較していることになる。ただし、観察できない異質性（ unobserved 
heterogeneity）が介入と独立しているという仮定を満たさなければ、因果関係の立証とし
ては根拠が弱い。ただし、DID の議論と同様、natural experiment や quasi-experiment との
組み合わせによってより堅固に因果関係を主張することができる 23。  
c) Instrumental Variable Approach （IV）：介入群と非介入群を比較するというアプ
ローチから少し考え方が離れるが、適切な操作変数（instrumental variable）が見つかれば
因果関係の識別が可能になる 24。適切な操作変数とは、介入と強い相関があり、かつ、そ
れ以外の経路を通じて結果に直接影響を与えることのない変数を指す。この操作変数が介入
を通じて結果に与える変化を追うことで、その他の要因を排して介入が結果に影響する効果
だけを追えるという仕組みである。これにより、事業への割り当てや介入自体が観察されな
い異質性と相関していても、因果関係のある部分だけを抽出することができる。ただし、操
作変数が適切であるかどうかという点を十分に議論する必要がある。 
d) Regression Discontinuity Design （RDD）：特定の基準（テストスコア、年齢、
地理条件など）を境に、僅差で介入群と非介入群になった対象を比較する手法。これは、僅
差で介入群と非介入群に分かれた際に、分析対象（例：人や企業）にとってランダムに状況
が割り振られたと捉えることができる場合において有効な手法である。事業が行われたか否
か以外の要素、特に観察できる異質性と観察できない異質性の両者、が介入と独立している
ことを利用して因果関係を識別するために用いられる。ただし、基準の存在を逆手にとって
恣意的に介入群あるいは非介入群に入れるように操作する、あるいは基準を超えていてもあ
えて介入を拒否する分析対象などがいないか確認する必要がある。また、その他の要因にお
いて discontinuity が起こっていないかの確認も必要である 25。 
                                            
23PSM については、Heckman and Navarro (2004)に仮定に関する詳細な議論が記されているが、限界を十分理解した上
での使用を勧める。特に共通支援範囲（common support）があるかどうかという点に注意が必要。なお、PSM は matching
といわれる手法の中でより広く認識されている手法であり、実際にはその他にも異なる matching methods が存在する。 
24IV については、Heckman, Urzua, and Vytlacil (2006)に仮定に関する詳細な議論が記されているが、限界を十分理解し
た上での使用を勧める。 
25
特定の基準の近傍での効果しか分析できない、「僅差」の定義がメカニカルな基準でしかなく経済理論に基づいていな
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e) Randomized Control Trial （RCT）：インパクト評価において近年もっとも浸透
している手法といえよう。フィールドやラボなどで、介入群と非介入群をランダムに抽出し、
比較する実験的手法である。介入時期をランダムにずらすという手法も含む。事業が行われ
たか否か以外の要素、特に観察できる異質性と観察できない異質性の両者、が介入と独立し
ていることを利用して因果関係を識別するために用いられる。ただし、技術や倫理上の理由
で事業をランダムに割り当てることができない場合はこの手法を用いることはできない。ま
た、インパクト評価の手法の中では因果関係の識別を行い易い手法として認識されているが、
この手法でさえ分析したい仮説の種類、特にメカニズムの解明など、によっては単独での使
用に限界が生じることがある点に注意が必要である 26。  
 
ちなみに、いずれも部分均衡分析であるため、一般均衡での効果を求めたい場合には適さ
ない。より厳密な因果関係の特定や、詳細な異質性ごとの分析、個々の主体の行動変容の解
析を行うことができるというのがマイクロデータを用いたインパクト評価（あるいはミクロ
実証の reduced form analysis）の強みであるが、一部のディテールを簡素化しながらも一
般均衡効果や効果が生じるメカニズムについて分析を行うことができるのがマクロ実証や
構造推定（ミクロ実証の structural estimation）の強みである。検証したい仮説に併せて使
用する手法を使い分けるなどの柔軟な対応が重要である。 
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